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新規学卒者の高い早期離職率が問題であるが、従来の離職予測モデルでは在学中に適用できない。本稿の目的は将来の

離職者を在学中に予測する手法を開発することである。調査研究資料 No.120 で実施したヒューマンスキル・コンセプチ

ュアルスキルの能力別質問シートの試行検証結果に加え、卒業後の就業状況、指導員による総合評価と全科目の成績など

を追跡調査した。これをもとに品質工学が提唱するパターン認識のための MT システムを用い、離職者の予測を行った。

就職担当を含む複数の指導員による検証により、本手法の予測結果は概ね相対的な順位の妥当性が高いという結果を得た。

在学中の離職者予測の可能性を示し、より効果的な指導に役立つであろう。
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1. はじめに

近年、新規学卒就職者のいわゆる「七五三問題」

と呼ばれる高い早期離職率が問題となっている。一

方、応用課程 1)の卒業後 3 年での定着率は 86.4％で

あり一般の大学より高い 2)。 
学生の充実度と｢課題学習方式及びワーキンググ

ループ方式において養成する能力別質問シート 3)｣

の質問項目との関係 4)が、長井（2012）により研究

されている。また、専門課程 1)や一般大学の卒業生

の離職率より応用課程卒業生の離職率は低く、これ

は応用課程でヒューマンスキル・コンセプチュアル

スキルを習得したためではないか 5)と、山之内

（2012）により推論されている。また、学生の在校

時の成績や企業の採用担当者などのヒアリング調

査、学生の就職状況、卒業後の業務などをもとに生

産機械システム技術科 1)が目指す、ものづくり現場

の高度実践技術者の定義を明らかにし、VE の手法

により企業等で求める高度実践技術者像とカリキ

ュラムの整合性の検討を行い、同時に指導員の身に

つけるべき VE 手法の教材を検討すること 6)が來住

（2011）により研究されている。これら 3 つの研究

から応用課程の卒業生の定着率の高さが、応用課程

で習得したヒューマンスキル・コンセプチュアルス

キルによるものと示唆される。しかしながら、学生

のヒューマンスキルとコンセプチュアルスキルの

習得状況と卒業後の定着率との関連性を直接的に

明らかにした研究は見受けられない。

また、若年者の将来の離職の予測を行う実証的研

究は少ない。最近の研究では、3 年以内の離職に関

する予測モデルの構築 7)をした佐藤（2010）、モチ

ベーションによる離職モデルを検討 8)した柿沼

(2011)があるが、いずれも職場での要因に関するモ

デルであり、在学中には予測できない。

そこで、在学中のヒューマンスキル・コンセプチ

ュアルスキルの習得状況などから将来の離職者を

予測する手法を開発することを本稿の目的とする。 

2. 離職者の予測方法
調査研究資料 No.1203)でヒューマンスキル・コン

セプチュアルスキルの習得状況に関する能力別質

問シートの試行検証を6校の学生(H20.3卒業生)129
名を対象に実施している。能力別質問シートは、ヒ

ューマンスキル・コンセプチュアルスキルについて

の問いかけで構成したものであり、29 の質問項目

で構成されている。この能力別質問シートの質問項

目を表 1 に示す。各質問項目には 1 から 5 の選択肢

を設けてあり、各選択肢は被験者の到達状態を具体

的に記載している。被験者には各質問の 1 から 5
の選択肢について、自身の到達状態を自己評価し回

答してもらうこととしている。

本稿では、調査研究資料 No.120 で試行検証した

6 校 129 名のうち 5 校 105 名を対象に、①現在就職

先に定着しているかどうか、②指導員による応用課

程卒業時点での総合評価、③調査対象者の属性デー

タ（標準課題における役割と性別）、を調査した。
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指導員による応用課程卒業時点での総合評価は、卒

業生の卒業時点を振り返って、企業や社会から求め

られる能力の習得度などの総合的な評価を 10 段階

評価で採点することによって調査した。主観的・恣

意的に偏った評価とならないように、できる限り複

数の指導員で採点することで客観性を確保した。上

記の対象者のうち 3 校 61 名についてはさらに、④

全科目の成績について調査した。

本稿では、これらの調査項目により、品質工学が

提唱するパターン認識のための情報処理技術であ

る MT（マハラノビス・タグチ）システムの MT 法

を使って、将来の離職者を予測することを試みた。

本稿で用いた MT 法とは、田口玄一により考案され

た、評価の基準となる正常なデータ（本稿の場合は、

卒業後に離職していない学生のデータ）で単位空間

を定義し、多数の項目の相関関係を考慮しながら、

評価対象メンバー（本稿の場合、学生で離職の可能

性を評価する対象者）の単位空間からの乖離の程度

を、逆行列を利用してマハラノビスの距離として求

め総合判断をする方法 9)である。「マハラノビス」

とは、「マハラノビスの距離」という多次元空間に

おける一般距離の概念を提唱したことで知られる

インドの数理統計学者 P.C.マハラノビスの名前で

あり、「タグチ」とは、品質工学の提唱者である田

口玄一の名前である。MT システムでは、正常な集

団を判断基準として利用する。そして、多くの情報

（本稿の場合、ヒューマンスキル・コンセプチュア

ルスキルの習得状況、指導員による総合評価、属性

データや成績）を総合した判断尺度を用いて、判断

対象メンバーを、正常な集団からの離れ具合によっ

て定量的に判断する。判断対象メンバーが正常な集

団に近い位置にあれば、それは正常なものに似てい

る（本稿の場合、離職の可能性が低い）メンバー、

遠く離れていれば正常なものに似ていない（本稿の

場合、離職の可能性が高い）、つまり異常なメンバ

ー、と判断できる。ここで、正常な集団のことを

MT システムでは「単位空間」と呼ぶ。これによっ

て判断の基準点を決めている。そして、判断の基準

点からの離れ具合を多くの情報を総合した判断尺

度である「マハラノビスの距離」によって定量化す

る。この MT システムの基本的概念をイメージで表

現したものが図 1 である 10)。MT システムで、将来

の離職者を予測する場合は、複数の計測項目を調べ

るが、簡単のために計測項目が 2 つある場合につい

て述べる。計測項目 1 と計測項目 2 に正の相関があ

る場合には、平面図のようにデータは右上がりに分

布する。一番内側の楕円を正常な集団とする。断面

図に示した点 O は山頂で、断面図の左端のものさ

大区分 No. 評価する能力要件 番号 質問項目 回答欄 1 2 3 4 5

1 課題発見力 1

課題を見つけられる（標準課題や会
議、あなたに与えられたレポートなどを
進める上で、うまく進めるための方法や
要因、あるいは思い通りに進まないな
どの問題に気づきそれを解決するため
の原因となるもの（＝課題）を見つけら
れる）

問題に気づくことがで
きる

問題の原因を想像でき
る

問題を克服するために
取り除くべき原因（＝
課題）を見つけることが
できる

課題を解決するための
時間的・物理的条件を
整理できる

課題の重要度に応じて
優先順位をつけること
ができる

2 1 課題解決に必要な情報を収集できる
情報収集の手段を選
択できる

情報を探すことができ
る

情報を収集できる
適切な手段を用いて効
率的に情報収集できる

収集した情報を系統的
に整理できる

3 2 収集した情報を分析できる
収集した情報と解決す
べき課題を関連付ける
ことができる

解決すべき課題ごとに
情報を取捨選択し、整
理できる

情報を分析し、課題解
決のいくつかの方策を
得ることができる

得られた方策からどの
ような結果を得られる
か推察できる

最善の課題解決策を
決定できる

4 課題解決提案力 1 課題解決案を提案できる
課題解決案を提案する
意思を持つことができ
る

課題解決案をリーダー
もしくはメンバーなどの
関係者に伝えることが
できる

課題解決案を会議など
大勢が議論している場
面で提案できる

課題解決案を説明資
料を用意するなど分か
りやすく提案できる

他者の意見を取り入れ
てよりよい課題解決案
を再提案できる

27 1

プレゼンテーションの流れを作れる（あ
なたが標準課題の発表など複数の人
にプレゼンテーションをおこなわなけれ
ばならなくなった場面を想定してくださ
い）

自分がおこなうプレゼ
ンテーションの内容を
想像できる

想像した内容でプレゼ
ンテーションの流れを
作ることができる

時間内で終わるプレゼ
ンテーションの流れを
作ることができる

一貫性があり、理解し
やすいプレゼンテーショ
ンの流れを作ることが
できる

プレゼンテーションの趣
旨や聴取者に合わせ
てプレゼンテーションの
流れを作ることができ
る

28 2

プレゼンテーションのための資料、報告
書などの文書が作成できる（あなたが
プレゼンテーションをおこなう時に作成
する資料や報告書などを作成しなけれ
ばならなくなった場面を想定してくださ
い）

プレゼンテーション資料
や文書作成の手段を
選択できる

適切なツールでプレゼ
ンテーション資料や文
書を作成できる

わかりやすく適切なこ
とばでプレゼンテーショ
ン資料や文書を作成で
きる

図表を用い、本文との
バランスがとれた見や
すいプレゼンテーション
資料や文書を作成でき
る

統一感を持たせるため
に工夫をしたプレゼン
テーション資料や文書
を作成できる

29 3

プレゼンテーションを実践できる（あな
たが標準課題の発表など複数の人に
プレゼンテーションをおこなう場面を想
定してください）

聴取者に配慮したプレ
ゼンテーションをおこな
う気持ちを持つことが
できる

時間配分を意識し、聴
取者に内容が伝わるプ
レゼンテーションが実
践できる

聴取者が理解できるよ
うに効果的な手段でプ
レゼンテーションが実
践できる

聴取者の理解の状況
に気を配りながらプレ
ゼンテーションを実践で
きる

聴取者の興味をひき、
意見や感想を述べたく
なるようなプレゼンテー
ションを実践できる

プレゼンテーション力組織力

課題発
見・分析
能力

調査・分析力

表 1 能力別質問シートの質問項目 
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図 1 MT システムの基本的概念 
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しの目盛りは 0 である。点 O から離れる、すなわ

ち山を下るにつれて就職先への定着度が低下する。

平面図に示した点 O、点 A、点 B、点 C、点 D の位

置を、断面図に対応付けた。点 A は山頂 O から近

いところにあるので、就職先に定着する可能性が高

く、点 B、点 C の順に就職先に定着する可能性が

低くなる。点 D は平面図においては、一見点 O に

近そうに見えるが、断面図からは定着度は点 C と

おなじくらいということになる。このように MT シ

ステムを用いると、マハラノビスの距離の大小で、

正常な集団とどのくらい離れているかを定量的に

表現できる。計測項目が多数あっても、多次元の計

測項目を総合して 1 つの尺度であるマハラノビス

の距離であらわすことができ、就職先に定着するか

を総合的に判断することが可能となる 11)。 
離職者の予測システムを作る手順としては、①単

位空間の対象（本稿の場合、就職先への定着者）を

決める、②総合計測のための計測項目（本稿の場合、

ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの習得

状況、属性データや成績など）を決める、③総合計

測のためのものさし（本稿の場合、定着している人

のパターンからの差を計測するものさし）を作る

（このものさしを予測システムという）、④単位空

間に属さない対象（本稿の場合、離職者）に対して

マハラノビスの距離（以下｢MD｣と記す）を計算す

る、⑤ものさしの測定精度である SN 比を求め、も

のさしの精度を検証する、⑥在校生に対して MD
を計算し、将来の予測をする、⑦妥当性、信頼性を

評価し、問題がある場合は①に戻って計測項目など

を調整する、となる。項目の数が k 個の場合（本

稿の場合、例えば能力別質問シートの 29 の質問項

目への回答など）、p 番目の対象者の MD は式(1)
で与えられる 11)。このとき、uip は規準化された項

目、rijは項目 ui と項目 uj 間の相関係数である。
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3. 予測結果
3.1 ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキル

による予測

5 校 85 名の定着者を単位空間とし、能力別質問

シート 29 項目、標準課題でのリーダー経験、指導

員による総合評価と校区分の 36 項目を計測項目と

して予測システムを作った結果、図 2 に示す通り、

定着者と離職者等の MD は分布範囲が重なり識別

が十分にできなかった。

3.2 科目の成績による予測 
科目の成績を入手できた 3 校 52 名の定着者を単

位空間とし、履修済み科目の成績、標準課題のリー

ダー経験、指導員による総合評価と校区分の 16 項

目で予測システムを作ったが、3.1 節と同様の結果

であった。

3.3 ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキル

及び科目の成績による予測

3.1 節及び 3.2 節に記述した通り、ヒューマンス

キル・コンセプチュアルスキルの習得度の違いだけ、

または履修した科目の成績の違いだけでは将来の

離職者を在学中に予測することができるとは言え

ないことがわかった。そこで、ヒューマンスキル・

コンセプチュアルスキルの習得度と履修した科目

の成績の両方を計測項目として予測システムを作

り直し、将来の離職者を在学中に予測できないか検

討した。

3.2 節の計測項目に、能力別質問シートの質問項

目を評価する能力要件を 9 項目に集約して加え、全

25 項目として予測した。ここで、評価する能力要

件 9 項目に集約したのは、MT 法では計測項目より

多くの単位空間のメンバー数がいないと計算でき

ないという制約があることと、計測項目の 2～3 倍

の単位空間メンバーがいないと予測結果の精度が

悪くなる場合があるからである。

新たな単位空間で対象者の MD を計測し直した

結果、離職者 9 名中 7 名を識別でき、在校生(応用

課程 2年生 26 名)の MD は定着者の分布の上限値を

挟んで分布した。これは精度の向上を示唆している。 
他方で定着者 3 校 52 名から任意の 1 名を単位空

間から除いて予測システムを作り直し、その 1 名の

予測を 52 名分繰り返すことで予測精度の証明を試

みた結果、約 3 割 16 名の定着者の MD が、もとも

との定着者の分布の上限値(D2=2)を超え、妥当性に

問題があることがわかった。

3.4 MD が小さい定着者を単位空間にした場合の

予測

3.3 節で示した MD が上限値を超える 16 名の定

図 2 定着者、離職者等と在校生の MD 

（ヒューマンスキル・コンセプチュアル

スキルによる予測）



TRANSACTIONS OF JASVET VOL. 30, NO. 1 2014 

- 166 -

着者は、それ以外の定着者とは均質ではない可能性

がある。このため、この 16 名を除いた 36 名の定着

者を単位空間とした。3.3 節から科目の成績と校区

分の項目数を減らし合計 18 項目を計測項目とした。

予測の結果、定着者と離職者等の MD は分布範囲

が重ならずに識別が可能となった。しかし、離職者

の MD の分布の下限値未満の在校生は 26 名中 1 名

となり、3.3 節の予測システムより妥当性が悪化し

た。

3.5 項目選択による予測精度の向上 
3.3 節の定着者による予測精度の評価で、定着者

の MD が大きくなる原因の一つに、予測に必要の

ない計測項目がいくつか単位空間に含まれている

場合がある 12)。そこで、予測に必要のない、むし

ろ予測精度を下げる項目を見つけ出し、計測項目か

ら除外する作業を行った。初期の計測項目は、能力

別質問シート 29 項目、履修科目の成績 9 項目、標

準課題でのリーダー経験、指導員による総合評価、

性別と校区分 3 項目の合計 44 項目とした。単位空

間の定着者 52名と単位空間外の離職者等 9名は 3.3
節の予測システムと同様とする。

項目選択では、単位空間に含まれていない離職者

等のデータを用いて、その MD を大きくすること

に、各計測項目がどの程度寄与しているかを調べる

ことで、計測項目の有効性を評価する。各計測項目

において、単位空間作成に使用する、単位空間作成

に使用しないとして、定着者の単位空間を作成する。

できた単位空間に対し、離職者等 9 名の MD を求

める。離職者等の MD が大きければ定着者との識

別がしやすくなる。このように MD が大きければ

大きいほど良い場合には、測定精度の評価に望大特

性の SN 比を用いる。 
品質工学におけるSN比は大きいほど測定精度が

優れていることを示す尺度で、単位はデシベル[db]
を用いる。データが多数ある場合には一般にばらつ

きをもつので、ばらつきを含めて一括して望ましさ

を数量化するのが SN 比である。単位空間に属さな

い離職者の人数を l、MD を D2とすれば、望大特性

の SN 比ηは式(2)で計算することができる。このと

き、SN 比は大きいほど良い。 

)2(][1111log10 22
2

2
1

　　db
DDDl l









+⋅⋅⋅++−=η

これらの計算結果の要因効果図から定着者と将

来の離職者を予測するのに有効な項目、有効ではな

い項目を調べる。要因効果図で、左上がり（＼）の

項目は予測に有効な項目である。その項目を除くこ

とでSN比が小さくなってしまっているのでその項

目は残すべきと判断する。逆に、右上がり（／）の

項目は予測に必要のない、むしろ予測の精度を下げ

る項目である。図 3 に初期の要因効果図を示す。こ

こで、最も右上がり（／）の 31 番目の計測項目（標

準課題のリーダー経験）を削除し、再度項目選択を

行う。2 回目以降も同様に、最も右上がりの計測項

目を削除し、再び項目選択を行う作業を繰り返した。

25 回目の項目選択で、SN 比の差が 2（db）以上あ

る右上がりの項目がなくなったので項目選択を終

了した。計測項目 44 項目を、19 項目に減らしたこ

とになる。表 2 に項目選択により残った項目を示す。

この残った項目が予測に有効な項目である。図 4
に示す通り、項目選択後も分布範囲が重ならずに識

別が可能な状態を保っている。また、離職者等の

MD の分布範囲の下限未満の在校生は 26 人中 16 人

で、3.3 節、3.4 節や項目選択前の予測システムと比

較すると妥当性が向上している。また、在校生で 2
番目に MD が大きな学生は、調査後に休学した学

生である。図 5 に項目選択後の要因効果図を示す。

19 項目の計測項目の中で 16 項目が左上がり（＼）

No. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

計
測
項
目

課
題
発
見
力
1

調
査
分
析
力
1

調
査
分
析
力
2

課
題
解
決
提
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ト
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メ
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ト
力
3
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リ
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プ
力
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ダ
ー

シ

ッ
プ
力
4

チ
ー
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ク
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チ
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ク
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ニ
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ー

シ

ョ
ン

・
調
整
力
1

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
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ョ
ン

・
調
整
力
2

選
択

× × × × × × × × × × × × × × ×

No. 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

計
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学
科
1

系
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通
学
科
1
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2
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科
3

系
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専
攻
学
科

専
攻
実
技

課
題
実
習

選
択

× × × × × × × × × ×

※「×」印は、項目選択により削除された項目である。

表 2 項目選択により残った項目 

図 3 要因効果図（初期） 
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の予測に有効な項目となっている。また、コミュニ

ケーション・調整力 3、リーダーシップ力 4 の効果

が高いと考えられる。ちなみに、最も効果の高いコ

ミュニケーション・調整力 3 は、「他者の考えを受

容できる能力」で、リーダーシップ 4 は「グループ

のモチベーションを維持できる能力」である。

3.3 節と同様に、任意の 1 名を単位空間から除い

て予測システムを作り直し予測精度の証明を試み

た結果、MD がしきい値(D2=2)を超えたものは約

23％12 名に減少し、MD の最大値も 5.83 に減少す

るなど精度の改善が確認できた。

4. 考察
4.1 予測精度の評価

3.5 節の予測システムの SN 比は 4.409(db)で、3.1
節の予測システムとのSN比の利得は3.743(db)とな

り、予測精度が真数で 2.37倍向上したことになる。

また、3.3 節の予測システムと比較した場合の SN
比の利得は 1.392(db)であり、真数で 1.38 倍予測精

度が向上したことになる。

主観的な評価となるが、就職担当を含む複数の指

導員による妥当性検証を実施した。表 3 に 3.3 節の

予測システムと、3.5 節の予測システムに対する指

導員による各学生の就職後の離職可能性の判断を

比較することで妥当性を検証した結果を示す。大き

な傾向としては、MD が小さな学生は、楽観的で何

も考えておらず自分から辞めそうにはない、MD が

大きな学生は、心配性、マイナス思考、コミュニケ

ーションが下手などの要因を併せ持ち自ら辞める

可能性があるという評価であった。個別にみると、

○印が辞めそうにない、×が二つは、休学した、ま

たはかなり辞めそうな学生で、×は辞めるかもしれ

ないという学生である。MD が低いが辞めそうな学

生が一人いるものの、休学した、またはかなり辞そ

うな学生の MD が大きくなっており、概ね相対的

な順位の妥当性は高いという検証結果を得た。

また、3.3 節の予測システムと比較すると、3.5
節の予測システムに対する指導員による妥当性検

証結果の方が、休学した、または辞めそうな学生の

MD は 8 名中 5 名で上昇している。3.5 節の予測シ

ステムに対する指導員による妥当性検証結果では、

MD の上位 7 番目までに、休学した、または辞めそ

うな学生 6 名が入っている。項目選択の結果、予測

精度が向上していることを示唆していると考えら

れる。

4.2 MD 増大の要因分析 
図 6 に在校生の MD 増大の要因分析の結果を示

す。要約すると、①対象者によって一つの大きな要

因や複数の要因がある、②全体的にみると要因は特

定の項目ではなく対象者によりまちまちである、こ

とがわかった。将来の離職を予測するだけでなく、

その対象者毎の要因がわかるので、より効果的な学

図 4 定着者、離職者等と在校生の MD(項目選択後) 
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図 5 要因効果図（項目選択後） 
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指導員による妥当性検証結果 指導員による妥当性検証結果
（ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキル及び科目の成績による予測） （項目選択後の予測）

No. 在校生 ＭＤ2 判定 妥当性コメント No. 在校生 ＭＤ2 判定 妥当性コメント
1 在校生10 0.87 ○ 文句は言うが、やめない 1 在校生10 0.63 ○ 文句は言うが、やめない
2 在校生24 0.88 ○ 自らやめる考えは出ない 2 在校生14 0.80 ○ やめない
3 在校生2 0.93 能力低い 3 在校生22 0.87 出来るように見えて、実は能力低い
4 在校生14 0.99 ○ やめない 4 在校生26 1.02 ×× 現代鬱、ちょっと言われるとやめそう、留年生
5 在校生13 1.12 ○ やめない 5 在校生20 1.07 出来るように見えて、実は能力低い
6 在校生12 1.13 ○ やめない 6 在校生24 1.12 ○ 自らやめる考えは出ない
7 在校生6 1.13 ○ 何も考えない、自らやめる考えは出ない 7 在校生13 1.17 ○ やめない
8 在校生18 1.17 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い 8 在校生7 1.28 自信を持っている
9 在校生26 1.25 ×× 現代鬱、ちょっと言われるとやめそう、留年生 9 在校生17 1.42 ○ 能力低い、自らやめる勇気は無い

10 在校生19 1.32 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い 10 在校生15 1.56 ○ 能力低い、自らやめる勇気は無い
11 在校生25 1.38 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い 11 在校生12 1.60 ○ やめない
12 在校生7 1.39 自信を持っている 12 在校生19 1.67 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い
13 在校生17 1.43 ○ 能力低い、自らやめる勇気は無い 13 在校生25 1.72 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い
14 在校生20 1.54 出来るように見えて、実は能力低い 14 在校生2 1.74 能力低い
15 在校生22 1.72 出来るように見えて、実は能力低い 15 在校生9 1.86 × 能力は高いが心配性、自ら辞めるかもしれない
16 在校生1 2.01 × マイナス思考が強い、コミュニケーション下手 16 在校生6 1.92 ○ 何も考えない、自らやめる考えは出ない
17 在校生15 2.02 ○ 能力低い、自らやめる勇気は無い 17 在校生8 2.25 努力できない、注意されても平気、感度低い
18 在校生5 2.17 × 心配性だし、能力低い、自ら辞めるかもしれない 18 在校生3 2.35 要領は良い
19 在校生11 2.49 × 心配性、自ら辞めるかもしれない 19 在校生18 2.47 ○ 能力低い、何も考えない、自らやめる勇気は無い
20 在校生3 2.71 要領は良い 20 在校生11 2.76 × 心配性、自ら辞めるかもしれない
21 在校生9 2.80 × 能力は高いが心配性、自ら辞めるかもしれない 21 在校生4 3.12 × マイナス思考が強い
22 在校生8 3.01 努力できない、注意されても平気、感度低い 22 在校生1 3.62 × マイナス思考が強い、コミュニケーション下手
23 在校生23 3.11 ×× 会社への忠誠心は無い、自分勝手な理由でやめそう 23 在校生5 4.54 × 心配性だし、能力低い
24 在校生21 3.14 消極的 24 在校生23 4.66 ×× 会社への忠誠心は無い、自分勝手な理由でやめそう
25 在校生16 4.00 ×× 休学した 25 在校生16 4.75 ×× 休学した
26 在校生4 4.59 × マイナス思考が強い 26 在校生21 5.23 消極的

○：辞めない、×：辞めるかも、××：辞めた、かなり辞めそう ○：辞めない、×：辞めるかも、××：辞めた、かなり辞めそう

表 3 指導員による妥当性検証結果 
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生指導に活かすことができる。

5. まとめと今後の課題
ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキルの習

得状況と科目の成績を計測項目とすることで、MT
法を用い卒業後離職者を在学中に予測する可能性

が開けたと考える。この方法の良い点は、この単位

空間ができると能力別質問シートによるアンケー

トと履修科目の成績などで予測ができることであ

る。つまり、就職指導やカウンセリングなどに精通

していなくても予測が可能となる。それらの学生に

対して MD 増大の要因分析を行うことで、在学中

の対応が可能となる。実用上の精度の有無は本稿で

対象とした在校生の測定結果と 3 年後の職場での

定着状況を比較することで確認できる。3 年後に達

した時点で定着状況を調査し、実用上の精度の有無

を検証する。次にさらに予測精度を高める方法につ

いて考えてみたい。

一つ目は、単位空間の対象の決め方を再検討する

ことである 10)。就職後の早期離職に対して均質な

集団を単位空間のメンバーとしているかどうかを

再検討し、メンバーの選び方を SN 比で確認する。

例えば、離職の理由を調査し、結婚のための離職や、

前向きな理由による転職を単位空間のメンバーか

ら外す、就職後 3 年ではなくもっと長い期間定着し

ている人を単位空間のメンバーに選ぶ、などが考え

られる。どのようなメンバーが良いかは、SN 比で

確かめる必要がある。

二つ目は、単位空間のメンバー数を再検討するこ

とである 10)。単位空間のメンバー数が不十分だと、

単位空間のパターンに偏りが起きる可能性がある。

調査研究資料 No.120 で試行した 6 校のデータを全

て収集すれば精度向上の可能性があるが、現状では

主に個人情報保護の観点から困難である。このため、

個人情報保護の観点に十分に配慮した上で他の能

開大のデータ収集するためのルールを作るなどの、

メンバー数を増やす工夫を考える必要がある。また、

継続的にデータを収集することで、メンバー数を増

やすことも必要である。

三つ目は、総合計測のための計測項目の決め方を

再検討することである 10)。本稿では、卒業生を対

象としたため、在学中の過去の情報を計測項目にし

なくてはならないという制約があった。予測精度が

高いシステムを構築するためには、少しでも関連す

ると思われる項目はできるだけ多く収集しておい

た方が良い。また、どのような特徴を持った人が就

職先に定着しているかを研究し、どのような項目が

関連するかを調べることが重要である。例えば、｢早

期離職者ほどストレスが理由で離職する人の割合

が多い 13)｣との調査結果がある。ストレスの受け止

め方と性格には相関があるので SPI などの性格検

査の項目を収集する、などが考えられる。

四つ目は、信号の値を検討することである 10)。

MT システムにおける信号とは、単位空間に属さな

い離職者をいい、信号の値として真値（真の値、例

えば離職までの勤務日数）、またはグレード（例え

ば 1 年目の離職、2 年目の離職、3 年目の離職）を

用いる。信号の値があると、信号の値と MD が比

例関係に近ければ SN 比が大きくなり、MD で作っ

たものさしの測定精度が良いということがわかる

ので、予測精度の向上をはかることができる。本稿

では、有効な信号の値を見出すことができなかった。

このため、真値やグレードが不明な場合に用いる

｢離職者の MD は大きければ大きいほど良い｣とい

う考え方により、望大特性の SN 比を使って測定精

度を評価せざるをえなかった。ある信号の値が大き

ければ大きいほど離職しやすいというような特性

を見出すことができれば、予測精度を向上できると

考える。

五つ目に、MT 法ではない他の MT システムを用

いることがある。他の MT システムの中では、RT
（Recognition Taguchi）法が有力候補である。T 法

には、3 種の方法 14)がある。T 法（1）は単位空間

が中央にある場合（両側 T 法）、T 法（2）は単位空

間が片側にある場合（片側 T 法）、T 法（3）は、標

準 SN 比と余因子行列を用いる方法で RT 法とも呼

ばれている。T 法（1）、T 法（2）で解析を行う場

合には信号の真値が必要であり、その信号の真値に

はかなりの正確性が求められるため、本稿のように

信号の真値が得にくい場合には T 法（1）、T 法（2）
は使いにくい。RT 法の特徴は、①信号の真値を必

要としない、②単位空間のメンバー数と計測項目数

の関係で、「メンバー数＞計測項目数」の制限を受

けない、③多重共線性の影響を受けない、④解析時

間が早い、などである。特に②と③は MT 法にはな

い特徴である。RT 法は MT システムの中で一番新

図 6 MD 増大の要因（在校生） 
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しい方法であるため、研究事例はあまり多くないよ

うだが、すでに行われている先行事例によれば、

MT 法と同等の識別力を有していると言われてい

る。こうした特徴を考慮すれば、RT 法を用いるこ

とで予測精度が向上する可能性があると考えてい

る。

また、ヒューマンスキル・コンセプチュアルスキ

ルの習得状況などの自己評価を学生自らが入力し、

その入力結果と成績システムのデータから MD の

大きさやその要因を低コストで持続的・自動的に計

算可能なシステムを構築するなどの応用が必要で

あると思わる。これにより卒業後離職する可能性が

ある学生に対するフォローを充実させるなど、より

効果的な指導に役立てられる。
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